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■市民参加の実施の有無とその内容 （　有 ・ 無 ） ○を入れてください。

対象（誰、何を対象にしているのか）

■事務事業に係るコスト・財源措置・将来に渡るコスト計算、有効性について　

Ａ

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

Ｂ

●

a

●

a

●

a

◎改善・効率化・見直しの方向性　※上記において a を選択した場合、必ず記入してください。

意図（事業の狙いはなにか、対象をどう変えるのか）

事業の対象
　市域全域及び市民

事業の意図

全体計画 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度以降 最終年度

人件費計（千円）①＋②

一 般 財 源

職 員 人 件 費 ①

地 方 債 0

0

直接事業費（千円） 00 05,339

人

件

費

正 規 職 員 数 0.30 0.30

2,210

臨 時 ・ 嘱 託 職 員 数

0

0Ａ　　＋　　Ｂ 7,549 7,549

関
連
事
業
費

人

0

0.00

0

人

5,339 5,339

5,339

（社会状況、根拠法令、規制緩和、周辺の状況等は今後どのように変化していくか）

②

所属長による総合的なコメント

できる

①

（市民、議会、事業対象者、意識調査等事業関係者からどのような意見・要望があるか）

　災害発生後の速やかな復旧・復興に向け、早期の計画改定が望まれている。
　「徳島県災害廃棄物処理計画」の改定に伴い、県からは、各市町村における災害廃棄物処理計画の
早期の改定を要請されている。

事 業 を 取 り 巻 く 状 況 等
は、今後どう変化します
か？

財
源
内
訳

国 県 支 出 金

その他（利用者負担等）

③

0

臨時・嘱託職員の賃金等②

0

2,210

0

02,210 2,210 0

　自然災害に伴って大量の災害廃棄物が発生し、交通や生活、
ライフラインの復旧を妨げることなどから、計画策定以降の災
害を取り巻く状況変化や感染症予防対策等を含む最新の事例や
知見を反映させ、処理計画を改定する必要がある。

理
由

　「小松島市災害廃棄物処理計画」は、災害対策基本法に基づ
く「環境省防災業務計画」、「徳島県地域防災計画」及び「小
松島市地域防災計画」に基づき作成する計画であり、整理統合
はできない。

できない

　気候変動に伴い頻発化・激甚化する豪雨災害や、切迫する南海トラフ巨大地震等の大規模災害に起因する災害廃棄
物処理を取り巻く環境は、常に大きく変化し続けており、被災後の復旧や復興を速やかに進めるために、最新の事
例・知見等を取り入れ、実効性の高い計画に改訂する必要がある。

有
効
性

①

ある

② 類似事業との整理統合はできないか？

　平成29年3月に策定した「災害廃棄物処理計画」に、計画策定以降の災害を取り巻く状況変化や感染症予
防対策等を含む最新の事例や知見を反映させ、災害からの速やかな復旧・復興を図る。

事業に対する関係者から
要望等意見はどのような
ものが寄せられているか

成果をさらに向上させる余地はありま
すか？

ない

0

0

③

ある

有
効
性
に
つ
い
て

この事務事業を行わない場合の影響は
ありますか？

全
体
コ
ス
ト

ない
　想定される災害に対する事前の体制整備を中心としており、
成果を求めるものではない。理

由

　災害廃棄物処理については、最近の被災事例から、「災害廃棄物処理計画」の実効性の向上や処理
体制の整備等が課題として指摘されており、さらなる取組の進展が望まれている。

理
由
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